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1. 夫妻の稼得と夫妻関係

働く側の意識の変化や労働環境・条件の変化

により女性が結婚後も就労することは普通のこ

ととなり、有配偶女性の労働力は５割を超えて

いる。男女間の賃金格差は大きく、有配偶女性

の場合パート・アルバイトでの就労割合が高い

が、高度な技術や知識を必要とする職種に就労

し高い収入を得る者も増加しつつある。

自分自身の貨幣を持つことはパワーを獲得す

ることになり、夫妻間の相対的な稼得力の変化

が意思決定など世帯における力関係を変化させ

るかもしれない。また、「夫は仕事、妻は家庭」

の完全な性別分業ではなくとも「家事は妻の仕

事」など伝統的な性役割規範を抱いている場合、

それらが十分に遂行できないことにより が

生じる可能性がある。財団法人家計経済研究所

の調査により、夫の稼得責任に対し賛意を示す

者の割合をニュージーランドと比較すると、ニ

ュージーランドの40％に対し日本は94％と著し

く高い。妻の家事・育児責任への賛意について

も同様に、ニュージーランド34％、日本86％で

ある（永井 2003）。「一家の稼得役割は夫」の規

範を抱え、実態としても世帯の主な稼ぎ手は夫

であることが一般的な中で、そこから外れるこ

とは夫にとってストレスとなり、夫妻関係に影

響を及ぼす可能性も考えられる。

アメリカでは、夫妻ともに稼得しているカッ

プルの23％で妻の収入が夫の収入と等しいある

いは上回っている（1997年の労働統計局調査）

（Brennan et al. 2001）。Brennanら（2001）は、

夫妻ともフルタイム雇用者であるカップルを対

象に、２年間３時点のパネル調査を実施し、夫

妻の相対所得の変化が夫妻関係に及ぼす影響の

分析を行っている。その結果、妻が夫より多く

の収入を得ると、夫の場合には結婚の質への評

価は低下し、特に稼得への主観的価値付けが高

い場合に影響を受けるのに対して、妻の場合に

は結婚の質の評価へはあまり関係しないことが

明らかにされている。同サンプルの他の分析に

よると、妻の結婚の質の評価は、夫の育児への

相対的貢献と強く関連している（Ozer et al.

1998）。

1999年の総務庁『全国消費実態調査』による

と、夫が雇用者で妻が有業者である世帯のうち、

５％の世帯で妻の収入が夫の収入とほぼ等しい、

あるいは妻の収入が夫の収入を上回っている1）。

夫妻間の相対所得を取り上げたものではないが、

日本の共稼ぎ夫婦の夫妻関係に関する研究の結

果からは、夫妻が官公庁勤務、あるいは妻がフ

ルタイム・専門職・高年収の場合、夫妻間の協

力度が高く、夫妻関係の満足度が高い（長津

1993）こと、常用雇用の有配偶女性の家族スト

レーン、職業ストレーンは、いずれも他の就業

形態に比べ高い傾向は示さない（稲葉 1999a）こ

とが明らかにされている。

本稿では、夫妻間の相対的な所得の大きさに着

目し、まだ日本においては少数派である夫と同等

あるいは夫以上に収入を得ている妻がどのような

属性であるのか、また、夫と同等あるいは夫以上
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に収入を得ることが夫妻関係にどのような影響を

及ぼしているのかについて検討を行う。

2. 夫妻の稼得パターン（対象世帯）の設定

本稿では、首都圏在住の妻年齢35～44歳の核家

族世帯に調査を実施した家計経済研究所「現代核

家族調査」2）の妻回答と夫回答を用い、調査前年

１年間の収入（税込み）により、妻と夫の収入の

関係を類型化し、家計の実態と意識、夫妻関係等

について比較を行う。

調査時点で夫が就業している世帯を対象とし、

次の２つのグループについてそれぞれ類型化を行

った。

Ⅰ：夫妻の合計年収600万円以上

Ⅱ：妻がフルタイムの正規雇用（常用雇用）で

就労している世帯

Ⅰについては、大都市居住の有配偶女性対象の

調査の分析により世帯年収は妻のディストレスに

影響を及ぼすこと（稲葉 1999c）が示されている

ことから、世帯の収入階級を一定水準以上に設定

するため、夫妻の合計年収600万円以上とした。

Ⅱについては、妻の就業形態の相違は生活の諸側

面に影響を及ぼすと考えられるため、妻の就業形

態をフルタイムの正規雇用にそろえ、夫妻の収入

の相対的関係による相違を検討することとした。

年間収入3）については、直接的に額を尋ねてお

らず、９つの選択肢（1：なし、2：50万円未満、

3：50万～103万円未満、4：103万～141万円未満、

5：141万～300万円未満、6：300万～500万円未

満、7：500万～700万円未満、8：700万～1000万

円未満、9：1000万円以上）の中から選択しても

らっている。妻と夫の年収階層を用い、年収階層

が同じあるいは妻の方が年収が高い（夫妻対等ま

たは妻超越世帯）グループを抽出した。比較対象

として、Ⅰの場合、妻に収入があり夫の方が収入

が高い（夫超越世帯）グループと妻に収入がない

専業主婦（専業主婦世帯）グループ、Ⅱの場合、

夫超越世帯グループを設定した。夫超越世帯につ

いては、夫妻対等または妻超越世帯との違いを明

確にするため妻の収入階層に比べ夫の収入階層の

方が２階級以上高い世帯を対象とした（例えば、

夫の収入階層が「8：700万～1000万円未満」の

場合、妻の収入階層は「2：50万円未満」から

「6：300万～500万円未満」）。

各類型の世帯数は以下の通りである4）。

Ⅰ：夫妻対等または妻超越世帯（以下、夫妻対

等世帯）

（妻年収階層≧夫年収階層）

妻就業・夫超越世帯（以下、夫超越世帯）

（妻年収階層＜＜夫年収階層）

専業主婦世帯

Ⅱ：夫妻対等または妻超越世帯（以下、夫妻対

等世帯）

（妻年収階層≧夫年収階層）

妻就業・夫超越世帯（以下、夫超越世帯）

（妻年収階層＜＜夫年収階層）

3. 稼得パターン各類型の特徴

（1）基本属性

Ⅰ、Ⅱそれぞれに各類型の世帯の基本属性を比

夫妻対等世帯 

夫超越世帯 

有意確率 

夫妻対等世帯 

夫超越世帯 

専業主婦世帯 

有意確率 

世帯数 
子のいる 
世帯（％） 

子ども数（人） 
子のいる世帯のみ 

 

大学・大学院卒割合（％） 妻年齢 
（歳） 

年齢差（歳） 
夫－妻 妻 夫妻とも 夫 

図表-1 稼得パターン別基本属性 
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較する（図表-１）。夫妻合計年収600万円以上

（Ⅰ）の場合、妻の年齢は、専業主婦世帯が最も

若く、夫妻対等世帯が最も高い5）。夫妻対等世帯

では、夫妻間の年齢差が他の類型に比べ小さい。

図表には示していないが、平均結婚期間は、夫超

越世帯では14.68年であり、他の２類型（12年台）

に比べ長い。子ども数については３類型ともに子

ども数が２人の割合が最も多い。子の有無につい

ては、専業主婦世帯では95.1％に子がいるが、夫

妻対等世帯では子のいる世帯は78.6％と他の2類型

に比べ低い。子がいる場合には、平均子ども数は

３類型ともに約２人である。妻が常雇世帯（Ⅱ）の

場合にも、夫妻年齢差、結婚期間、子ども人数につ

いては、Ⅰの場合とほぼ同様の傾向が認められる。

妻の学歴については、Ⅰの場合、夫妻対等世帯

では大学・大学院卒の割合が45.5％であり、他の

２類型の20％台に比べ高い。夫超越世帯、専業主

婦世帯では短大・専門学校・高専卒の割合が40%

台と高い。Ⅰの夫の学歴は、３類型ともに大学・

大学院卒の割合が50％を超えるが、特に専業主婦

世帯では76.6％と高い。夫妻対等世帯では夫妻と

もに高学歴である割合が高く、夫妻ともに大学ま

たは大学院を卒業している割合が41.8％を占める。

専業主婦世帯の同割合は25.3％、夫超越世帯の同

割合は18.2％である。Ⅱの場合にも、夫妻対等世

帯では夫妻とも大学または大学院を卒業している

割合が42.3％と、夫超越世帯の28.1％に比べ高い。

妻の仕事の状況を稼得パターン別に比較する

（図表-２）。Ⅰの場合、夫妻対等世帯では常雇割合

が8割を超え、パート就労の者は皆無である。一

方、夫超越世帯では常雇割合は10.8％で、パート

割合が63.2％と高い。自営他の割合は、夫妻対等

世帯に比べ夫超越世帯の方が高いが、夫超越世帯

では家族従業、内職の割合が比較的高く、妻自ら

が自営業主・自由業である割合は夫妻対等世帯の

方が高い。また、夫妻対等世帯では、妻が公務員

である者が約半数を占めている。妻の職種につい

ては、夫妻対等世帯では専門・管理職の者が過半

数を占める。Ⅱの場合にも、妻の就業形態につい

てほぼ同様の傾向にある。夫妻対等世帯では公務

員割合が51.9％を占めるが、夫超越世帯では公務

員割合は10.0％で、ほとんどの者は民間機関で就

業している。

夫の就業状況については、Ⅰ、Ⅱのいずれの類

型ともに民間の正規雇用の割合が最も多い（図表-

2）。Ⅰ、Ⅱともに夫妻対等世帯では公務員割合が

他の類型に比べ高い。夫の職種について３類型を

比較すると、専業主婦世帯では専門・管理職割合、

夫超越世帯では労務割合、夫妻対等世帯では販売

サービス割合が、それぞれ他の類型に比べ高い。

夫妻対等世帯では、妻は就業形態としては公務

員、職種としては専門・管理職が多い。妻が男女賃

金格差のない公務員、あるいは、比較的賃金水準の

高い専門・管理職に就業すること、また夫が専門・

管理職以外の職種に就業することにより夫妻対等

あるいは妻超越型の稼得パターンとなっている。
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図表-2 稼得パターン別の就業状況 

注）妻の就業形態（１）以外では、表中にすべての項目を示していない。 
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就業に関連して、夫妻それぞれの帰宅時間６）の

平均時間を比較すると、いずれの類型も妻は18時

台に帰宅しており、Ⅰ、Ⅱ ｢それぞれの類型間の

平均帰宅時間には有意差は認められない（平均値

の差の検定結果 Ⅰ：p=.442、Ⅱ：p=.467）。夫の

帰宅時間については、いずれの類型も妻に比べる

と遅いが、夫妻対等世帯では20時台（Ⅰ：20.66

時、Ⅱ：20.39時）と、他の類型の21時台（Ⅰ：

夫超越世帯21.08時、専業主婦世帯21.15時、Ⅱ：

夫超越世帯21.32時）に比べ早い（同上 Ⅰ：

p=.170、Ⅱ：p=.050）。

（2）夫妻の性別役割規範

妻であること、夫であることに対する役割規範

は、実際の行動、また、規範と行動のギャップに

よるストレスに対し影響を及ぼすと考えられる。

妻（母）、夫（父）の役割規範として「子ども

が小さいうちは、母親は仕事を持たず育児に専念

すべき」、「両親がそろって子育てすべき」、「夫は

家族のために収入を得る責任をもつべき」、「妻は

家族のために家事や育児をする責任をもつべき」

の考え方に対する賛否を夫妻それぞれに尋ねた

（それぞれの項目に対し、「賛成：４点」、「まあ賛

成：３点」、「やや反対：２点」、「反対：１点」と

して平均点を算出）。

Ⅰ、Ⅱともに「両親そろって子育て」について

は、夫妻ともに稼得パターンによる相違は認めら

れない（図表-３）。Ⅰの場合、他の３つの考え方

に対しては夫妻ともに１％水準以下で有意差が認

められた７）。Ⅱの場合にも、「子どもが小さいうち

の母親の育児専念」については夫妻ともに１％水

準以下、「妻の家事・育児責任」の夫回答では

５％水準以下で有意差がみられる。稼得パターン

別に比較すると、夫妻対等世帯では夫妻ともに他

の類型に比べ、比較的役割規範意識が弱い。特

に、「子どもが小さいうちの母親の育児専念」で

は相違が大きく、夫妻対等世帯では得点が低い。

夫妻対等世帯では性別役割規範意識の弱さゆえに

現在の夫妻の稼得パターンが可能になっていると

みることもできる。ただし、他と比べて役割規範

意識が弱いとはいえ、例えばⅠの夫妻対等世帯の

妻回答では、夫の稼得責任に対し「賛成」割合は

33.9％、「まあ賛成」割合は44.6％、妻の家事・育

児責任に対し「賛成」割合は25.0％、「まあ賛成」

割合は37.5％、と賛成派が大多数を占めている。

Ⅰの場合の夫超越世帯と専業主婦世帯の間で

は、子幼少期の母親育児専念については若干専業

主婦世帯の方が高いが、夫の稼得責任、妻の家

事・育児責任についてはほとんど違いがみられな

い。この２つの間では、必ずしも役割規範意識に

より妻の就業の選択が行われていない、あるいは

妻が就業する場合にも役割規範の範囲内で就業選

択を行う者が多いと考えられる。

（3）夫妻関係規範

夫妻間の話し合いによる決定の重視、夫妻各々

の時間の確保、夫婦２人の時間の確保、につい

て、夫妻それぞれの賛否を尋ねた（得点化は、性

別役割規範と同様）。図表-３に示すように、Ⅰ、

Ⅱともに夫回答の自分自身の時間の確保では、稼
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3.58 

3.40 

0.195

3.38 

3.24 

0.373
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3.53 

0.314

2.81 

3.07 

0.019
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2.97 

0.170

3.29 

3.31 

0.893
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Ⅱ 

図表-3 稼得パターン別、性別役割規範・夫妻関係規範得点 

注：それぞれの考え方に対し、「賛成：４点」「まあ賛成：３点」「やや反対：２点」「反対：１点」として得点化 
　 有意確率は、平均値の差の検定結果 
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得パターンにより有意な差がみられた（Ⅰ：p<.01、

Ⅱ：p<.05）。夫妻対等世帯の夫は他の類型に比

べ、それぞれの時間を確保することに対しより賛

意を示す傾向がみられる８）。Ⅰの場合、３類型と

もに自分自身の時間を確保することへの賛成派

（「賛成」と「まあ賛成」）は90％を超えるが、夫

超越世帯、専業主婦世帯では、「まあ賛成」の回

答の方が「賛成」より多い。夫妻対等世帯では

「まあ賛成」よりも「賛成」の割合の方が高い。

Ⅱの場合にも、２類型ともに「賛成」あるいは

「まあ賛成」と回答する割合は90％を超えている

が、特に夫妻対等世帯では「賛成」の割合が

65.4％と高く（夫超越世帯の同割合は37.9％）、積

極的賛成派が多い。

夫婦２人の時間の確保については、Ⅰの場合に

は稼得パターンによる相違はみられないが、Ⅱの

場合には夫回答で５％水準以下で有意差がみら

れ、夫妻対等世帯の夫は夫超越世帯の夫に比べ賛

成度が高い。話し合いによる決定の重視について

も、夫回答において夫妻対等世帯の得点が高い

（Ⅰの場合の有意確率は10.2％）。この項目も、Ⅰ、

Ⅱいずれの類型も賛成派が90％を超えているが、

自分の時間確保の場合と同様に、夫妻対等世帯で

は「まあ賛成」ではなく

はっきりと「賛成」と回

答する割合が高く、Ⅰ、

Ⅱともに60％を超える

（同割合 Ⅰ：夫超越世帯

55 .9％、専業主婦世帯

46.9％、Ⅱ：夫超越世帯

41.4％）。

夫妻関係規範について、

妻の意識は稼得パターン

による違いはないが、夫

の意識には稼得パターン

による違いがみられる。

妻常雇の場合、夫妻対等

世帯の夫は、夫妻それぞ

れの時間とともに夫婦２

人の時間を確保し、話し

合いを重視すべきと考え

ており、態度においてもより対等な状況を指向し

ている。

4. 稼得パターンによる家計・資産の相違

（1）定期的手取り収入と自由に使うことができる

お金

毎月定期的な収入がある者の手取り収入額を、

稼得パターン別に比較すると（図表-４）、妻の場

合、Ⅰの夫超越世帯ではパート就労割合が高いた

め月額約10万円と、夫妻対等世帯の約30万円の約

３分の１である。Ⅱの場合、妻は両類型ともに常

用雇用であるが、夫妻対等世帯の29.5万円に比べ、

夫超越世帯では18.8万円と10万円以上低い。夫の

場合、Ⅰでは専業主婦世帯が最も高く、夫妻対等

世帯が最も低く９）、Ⅱでは夫超越世帯の方が高い。

夫妻それぞれが自分のために使うことのできる

お金の額は、Ⅰの場合、妻については収入額自体

が大きく異なるため夫妻対等世帯では11.8万、夫

超越世帯では4.5万円と2倍以上の開きがあるが、

夫の場合いずれの類型も９万円程度で有意な差は

みられない（ただし、収入額の大きさに従い、専

業主婦世帯で高く、夫妻対等世帯で低い傾向がみ
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注：手取り月収額は毎月定期的な収入のある者に対し尋ねている。収入額は階級で尋ねているが、 
　 平均値の算出には各階級の中央値を用いた。 
　 有意確率は、平均値の差の検定結果 
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有意確率 

手取り月収（万円） 

夫 
割合（割） 金額（万円） 割合（割） 

Ｉ 

Ⅱ 

金額（万円） 
妻 

夫 妻 

自分の収入中自由に使えるお金 

図表-4 稼得パターン別手取り収入額、自由に使うことができるお金 
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合計 一体 拠出 支出分担 

図表-5 稼得パターン別家計管理タイプ（妻回答） 
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られる）。夫が自分の収入中自分のために使うこ

とのできるお金の割合については、夫妻対等世帯

は他の２類型に比べ高いが、どの類型も約20％で

あり有意差はみられない。

Ⅱの場合、妻については夫妻対等世帯の方が夫

超越世帯に比べ自由に使うことができる金額は大

きい（ただし、有意確率は31.2％）。夫が自由に使

える金額は、夫超越世帯の方が夫妻対等世帯に比

べ５％水準以下で有意に大きい。夫妻対等世帯で

は、妻の場合には他の類型に比べ自由に使うこと

ができるお金が多いが、夫の場合には必ずしもそ

うとはいえず、妻常雇世帯中ではむしろ有意に少

ない。しかし、Ⅰの場合、稼得パターンにより夫

本人の稼得収入額が異なるが、夫が自由に使える

お金は稼得パターンによる差はなく、妻が夫と対

等に稼得することは、世帯全体と妻自身だけでな

く夫にとっても経済的ゆ

とりをもたらしていると

いえる。

（2）家計管理タイプ

家計管理タイプ（妻回

答）は、図表-５に示すよう

に、稼得パターンによらず

「一体型」が最も多いが、

Ⅰ、Ⅱともに相対的に、夫

妻対等世帯では、共同の

家計の財布へ夫妻それぞ

れが拠出しあう「拠出型」、

共同の財布はもたず支出

を分担しあう「支出分担

型」が多い。妻がより多

くのお金をもつことで、

家計全体を共同し一括す

る一体型ではなく、個別

性の高まる拠出、支出分

担型が多くなっている。

（3）お金に関する

お金に関する夫妻間の

については、「家庭

円満のためお金の使途に

ついて黙っている」、「生活費のため自分のための

お金を切り詰める」の２つの項目について、「よ

くある：４点」、「時々ある：３点」、「たまにあ

る：２点」、「全くない：１点」として得点化し、

稼得パターン別の平均得点を比較したが、Ⅰ、Ⅱ

の夫、妻ともに有意差は認められなかった。

（4）収入・財産の帰属

収入の帰属意識については、図表-６に示すよう

に、稼得パターンによらず妻、夫ともに、妻収入

も夫収入も夫妻２人のものと考える者が過半数を

占める。稼得パターンにより異なる点は、Ⅱの夫

回答を除き、夫妻ともに夫妻対等世帯では他の類

型に比べ、収入は稼得した人に帰属すると考える

割合が高く、「妻収入は妻のもので、夫収入は２

人のもの」と考える割合が低い。夫と妻が対等な

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％ 

妻：妻、夫：2人 妻：2人、夫：夫 妻、夫：2人 他 妻：妻、夫：夫 

注）「妻：妻、夫：2人」は「妻の収入は妻に帰属、夫の収入は夫妻2人に帰属」を意味する。他の凡例も同様 
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図表-6 稼得パターン別収入帰属意識 
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Ⅱ 

図表-7 稼得パターン別夫妻の稼得・家事・資産形成貢献割合と妻の資産保有実態 　 
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専業主婦世帯 

　有意確率 
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夫超越世帯 

　有意確率 

妻回答    夫回答   

Ⅰ 

Ⅱ 

（割） 

注：収入、家事、資産形成に対する夫妻の貢献の合計あるいは夫妻が保有する資産の合計を10割とし
　  て、妻または夫の貢献、実態を回答した値。 
　  有意確率は、平均値の差の検定結果         

5.5  

8.7  

9.5  

0.000 

5.4  

7.5  

0.000

7.2  

8.1  

8.4  

0.000 

7.2  

7.9  

0.069

4.3  

2.4  

1.7  

0.000 

4.2  

2.7  

0.002

5.8  

5.4  

4.9  

0.000 

5.7  

5.5  

0.580

5.5  

8.4  

9.2  

0.000 

5.5  

7.4  

0.000

7.0  

7.8  

8.3  

0.000 

6.8  

6.8  

0.932

4.7  

2.7  

2.2  

0.000 

4.7  

3.0  

0.001

6.2  

5.5  

5.2  

0.001 

6.1  

5.2  

0.038

夫収入 
貢献 

妻家事 
貢献 

妻資産 
実態 

妻資産 
貢献 

夫収入 
貢献 

妻家事 
貢献 

妻資産 
実態 

妻資産 
貢献 



夫妻の収入バランスが夫妻関係に及ぼす影響

41

収入を得ることで、収入帰属の個人指向が高くな

っている。妻が常雇世帯の場合の夫回答では、夫

妻対等世帯は夫超越世帯より「妻、夫いずれの収

入も２人のもの」とする傾向がみられる。小遣い

程度に稼ぐ妻の収入の場合、妻の収入は妻のもの

と考えていたのが、稼得力のある妻収入に対し使

用権を共有しようとする意向がうかがえる。

財産の帰属、使用権に

ついての意識では、稼得パ

ターンによる有意差はみら

れなかった。有意な差では

ないが、妻名義の財産につ

いては、夫妻対等世帯で夫

妻ともに「名義人のみに帰

属」の割合が相対的に低

く、専業主婦世帯では高

い。財産の獲得には、自

身の収入によるほか相続・

贈与によるものがある。専業主婦世帯の場合、

「妻財産」の想定として相続・贈与による方がイ

メージされることも少なくなく、他の類型に比べ、

より個人指向の傾向がみられると考えられる。財

産の名義に対する考え方では、妻の場合、夫妻対

等世帯では「実質的な意味をもつ」と考える割合

が55.4％と高く、他の類型では「形式的なもの」

図表-8 稼得パターン別家事・育児参加状況　    
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注：１週間あたりの家事・育児実施日数    

　有意確率は、平均値の差の検定結果    
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図表-9 稼得パターン別情緒的夫妻関係　    
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図表-10 稼得パターン別結婚生活評価　    



と考える割合が高い（χ2検定、有意水準15％以下

で有意差あり）。夫の場合には、稼得パターンに

よる有意差はみられない。

資産の保有実態（夫妻の合計資産中妻資産割

合）については、図表-７に示している。Ⅰの場

合、夫妻対等世帯では4.3割、夫超越世帯では2.4

割、専業主婦世帯では1.7割、Ⅱの場合、夫妻対等

世帯では4.2割、夫超越世帯では2.7割（いずれも

妻回答）である。夫妻対等世帯では、夫と全く対

等ではないものの妻自身が夫妻の資産中の相当な

割合を保有している。資産形成への貢献認識（保

有資産形成への夫妻の貢献合計に対する妻の貢献

割合）では、夫妻対等世帯の妻は妻回答で5.8割、

夫回答で6.2割であり、実態に比べると高い。他の

類型は、夫妻対等世帯に比べると妻の貢献認識割

合は低いものの、夫超越世帯、専業主婦世帯にお

いても５割前後は貢献していると認識されている。

実態と認識の乖離は、妻専業主婦世帯が最も大き

く、夫妻対等世帯が最も小さい。

5. 家事分担

図表-８には、稼得パターン別の1週間の家事・

育児の平均実施頻度を示している。Ⅰの場合、妻

については、家事・育児の種類を問わず、専業主

婦世帯が最も高く、夫妻対等世帯が最も低い10）。

夫の場合、育児を除いてその逆の順序となってい

る。妻の実施状況に比べると頻度は低いが、他の

類型に比べると夫妻対等世帯では夫の家事参加度

が高い。妻自身が忙しいことによる必然性に加

え、先に述べた相対的な帰宅時間の早さ、性別役

割規範の弱さが影響していると考えられる。

6. 夫妻関係

（1）サポートとストレス

夫妻関係を、サポートとストレスの面から検討

する。サポートの授受は「悩みや心配事をきく」、

「能力や努力の評価」により、ストレスは「文句

や小言をいわれる」、「面倒をかけられる」、「イラ

イラさせられる」により、各該当項目の度合いを

得点化して算出した（図表-９）。

夫妻対等世帯は、他の類型に比べ配偶者をスト

レス源と認識する割合が高い（ただし、有意な差

ではない）。夫妻間のサポートについては、Ⅰで

は夫妻対等世帯＞夫超越世帯＞専業主婦世帯、Ⅱ

では夫妻対等世帯＞夫超越世帯の順に、妻は「夫

がサポートしてくれる」と認識し、夫も「自分は

妻をサポートしている」と認識している。妻によ

る夫のサポートについては、提供、受け取りとも
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図表-11 稼得パターン別妻の就業評価　    
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 有意確率は、平均値の差の検定結果 



に、稼得パターンによる相違は認められない。妻

が夫とほぼ対等に稼得できる状況が社会的に一般

化していない環境下で、夫が妻のよき理解者、サ

ポーターとなり、夫自身もそのことを認識してい

る。サポートの授受には相関がみられるが、夫妻

対等世帯ではその関係が強い（妻回答の夫へのサ

ポート提供と夫からのサポート受け取りの相関

Ⅰ〔夫妻対等世帯：r=.782，p<.000，夫超越世

帯：r=.638，p<.000，専業主婦世帯：r=.532，

p<.000〕、Ⅱ〔夫妻対等世帯：r=.809，p<.000，

夫超越世帯：r=.724，p<.000〕）。

（2）夫妻関係への評価

夫妻関係の満足度を得点化した値に関しては、

夫妻ともに稼得パターンによる有意差はみられな

い（図表-９）。夫妻関係満足度の回答分布につい

ては、夫妻対等世帯の妻回答では、Ⅰ、Ⅱそれぞ

れの他の類型に比べ「満足」と回答する割合が高

いが、「やや不満」の割合も高く、夫妻関係に対

する評価が分かれている。結婚生活に対する評価

でも（図表-10）、夫妻対等世帯の妻は、期待はず

れ（「やや期待はずれ」と「期待はずれ」）と回答

する割合が他の類型に比べ高い。

（3）妻の就業に対する評価

妻の就業による家庭生活への影響について、各

該当項目の度合いを得点化して算出した（図表-

11）。Ⅰの場合、「家計にゆとり」、「能力・知識の

活用」、「社会との繋がり」、「夫の自立」、「妻の自

立」の妻の就業を肯定的に捉える項目では、夫妻

ともに、夫妻対等世帯＞夫超越世帯＞専業主婦世

帯の順に得点が高い11）。Ⅱの場合、妻回答では

「能力・知識の活用」、「社会との繋がり」、「夫の

自立」、「妻の自立」、夫回答では「家計にゆと

り」、「夫の自立」において、夫妻対等世帯の方が

夫超越世帯より高い（10％水準以下で有意差あ

り）。「子のしつけ問題」、「近隣・友人とのつきあ

い不十分」、「仕事と家事負担でイライラ」、「家事

の手抜き」の否定的な項目については、Ⅰでは専

業主婦世帯の得点が高い12）。Ⅱの場合、夫超越世

帯の妻の方が夫妻対等世帯の妻より、子のしつけ

に問題があると感じている。先に取り上げた性別

役割規範において、専業主婦世帯では夫妻ともに

他の類型に比べ妻に家事・育児の責任があると考

えており、そのため妻の就業に否定的な評価につ

ながっていると推測される。妻の就労を否定的に

評価している結果、実態として専業主婦を選択す

る傾向があると考えられる。

7. まとめ

妻が夫とほぼ同等に稼得する夫妻関係について

明らかになった点をまとめよう。

妻の就業については、男女の賃金格差の少ない

公務員、賃金水準が相対的に高い管理・専門職で

ある割合が高い。夫についても、相対的に公務員

割合が高い。また、稼得役割、家事・育児役割に

ついての性別役割規範が相対的に弱い。ただし、

この規範意識が結婚前からのものか、結婚してか

ら現状適応的に変更してきたものかは本調査では

究明できない。

家計管理タイプについては、拠出、支出分担型

が相対的に多い。収入帰属意識については、妻の

場合収入は稼得したそれぞれのもの、と考える割

合が相対的に高い。家計管理の実態、収入帰属の

意識面それぞれで個別化傾向がみられる。有意な

差ではないが、妻の資産の名義に対する意識とし

て、名義を実質的なものと考える傾向がみられる。

夫の帰宅時間は妻に比べると遅いが、夫妻対等

世帯の夫は他の類型の夫に比べ帰宅時間が早く、

家事・育児の実施頻度が多い。情緒面でも、夫妻

対等世帯の妻は、夫からサポートを受けていると

感じ、夫自身も妻をサポートしていると考えてい

る。また、妻が就業することに対し、夫妻とも

に、肯定的な評価が多い。

情緒面で相互サポート授受の度合いが高い一方

で、配偶者へのストレス得点も高い傾向にあり、夫

妻関係満足度でも満足と不満の両方向の回答がみ

られるが、全体的な傾向としては妻が夫とほぼ同

等に稼得することは、夫妻関係に緊張よりも実態

面、情緒面で協力関係をもたらしているといえる。

冒頭で示したように、妻が夫と同等あるいは夫

夫妻の収入バランスが夫妻関係に及ぼす影響
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以上に収入を得る世帯は少数派である。今のとこ

ろこのような状況にあるのは、稲葉（1999a）も

指摘するように、もともと比較的恵まれた条件に

ある者である可能性があり、それゆえ他の類型に

比べ比較的良好な夫妻関係を保持していると考え

ることもできる。現在はまだ少数派であるが、賃

金体系の変化、労働面でのさまざまな男女間格差

の縮小が進むことにより、多様な背景をもつ層で

妻が夫と同等、あるいは夫を上回る収入を得るカ

ップルが増加すると考えられる。このような中、

個々人のレベルでは固定的な性別役割意識にこだ

わらないこと、社会的には時間面で夫妻が協力的

な関係を築くことが可能な働き方を保障すること

の必要性が一層高まっている。

注
1）夫妻ともに収入階級が設定された夫の収入階級と妻の

収入階級のクロス表より算出しているため、厳密な値
による対比では妻の収入が夫の収入を下回る世帯も含
まれている。

2）「現代核家族調査」の詳細については『新 現代核家族
の風景』（財団法人家計経済研究所編 2000）参照。

3）年収には稼得収入以外の収入が含まれている場合もある。
4）夫妻対等世帯中、妻の収入が夫を上回っている世帯は、

Ⅰでは15世帯（夫妻対等世帯中26.8％）、Ⅱでは14世帯
（同26.9％）である。また、収入階層の対比のため、厳密
には夫に比べ妻の収入の方が低い世帯も含まれている。

5）多重比較（TukeyのHSD法）の結果、専業主婦世帯は
他の２類型との間に５％水準以下で有意差あり。

6）「何時ごろ帰宅することが多い」かを尋ねる質問に対し
て時刻の選択肢を選んだ者を対象に算出した。なお

「午後６時前・６時ごろ」は「18時」、「午後12時ごろ・
12時以降」は「24時」とした。

7）多重比較の結果、妻回答・夫回答ともに夫妻対等世帯
と他の２類型との間に５％水準以下で有意差あり。加
えて、「子どもが小さいうちの母親の育児専念」につい
ては、夫妻とも夫超越世帯と専業主婦世帯間にも５％
水準以下で有意差あり。

8）Ⅰについて、多重比較の結果、夫妻対等世帯と専業主
婦世帯間に５％水準以下で有意差あり。

9）多重比較の結果、夫妻対等世帯と他の２類型との間に
は５％水準以下で有意差あり。

10）多重比較の結果、妻と夫の全ての家事・育児につい
て、夫妻対等世帯と他の２類型との間には５％水準以
下で有意差あり。加えて、妻の「掃除」と「洗濯」に
ついては夫超越世帯と専業主婦世帯間にも５％水準以
下で有意差あり。

11）多重比較の結果、夫回答の「社会との繋がり」、「妻の
自立」以外では夫妻対等世帯と他の２類型との間、夫

回答の「社会との繋がり」では専業主婦世帯と他の２
類型間、夫回答の「妻の自立」では夫妻対等世帯と専
業主婦世帯間に、それぞれ５％水準以下で有意差あり。
また、夫回答の「能力・知識の活用」、「夫の自立」で
は夫超越世帯と専業主婦世帯間にも５％水準以下で有
意差あり。

12）多重比較の結果、妻回答・夫回答ともに専業主婦世帯
と夫超越世帯の間に５％水準以下で有意差あり。加え
て、「子のしつけ問題」「仕事と家事負担でイライラ」

「家事手抜き」の妻回答、「仕事と家事負担でイライラ」
の夫回答について、専業主婦世帯と夫妻対等世帯間に
５％水準以下で有意差あり。
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